
◎郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 
（平成一七年一〇月二一日法律第一〇二号）   

一、提案理由（平成一七年一〇月六日・衆議院郵政民営化に関する特別委員会） 

○竹中国務大臣 このたび、政府から提出いたしました郵政民営化法案、日本郵政株式

会社法案、郵便事業株式会社法案、郵便局株式会社法案、独立行政法人郵便貯金・簡易

生命保険管理機構法案、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案

の六法案につきまして、その提案理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 郵政民営化は、民間にゆだねることが可能なものはできる限りこれにゆだねることが、

より自由で活力ある経済社会の実現に資することにかんがみ、内外の社会経済情勢の変

化に即応し、日本郵政公社（以下「公社」と申し上げます。）にかわる新たな体制を確

立するものであり、地域社会の健全な発展及び市場に与える影響に配慮しつつ、公社が

有する機能を分割し、その機能を引き継ぐ新たな株式会社を設立するとともに、一定の

期間、同種の業務を営む事業者との対等な競争条件を確保するための措置を講ずるもの

であります。これにより、経営の自主性、創造性及び効率性を高め、公正かつ自由な競

争を促進するとともに、多様で良質なサービスの提供を通じた国民の利便の向上、資金

のより自由な運用を通じた経済の活性化を図り、もって国民生活の向上及び国民経済の

健全な発展に寄与することを目的とするものであります。この郵政民営化を実現するた

め、これら六法案を提出するものであります。 

 それぞれの法律案の概要について、順次御説明申し上げます。 

……………（略）…………… 

 最後に、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案についてであ

ります。 

 この法律案は、郵政民営化法、日本郵政株式会社法、郵便事業株式会社法、郵便局株

式会社法及び独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構法が施行されることに伴い、

郵便貯金法、簡易生命保険法、日本郵政公社法等十三の関係法律を廃止するほか、郵便

法について郵便認証司の制度を設けるなど百六十の関係法律について規定の整備等を行

うとともに、所要の経過措置を定めるものであります。 

 これら六法案は、一部を除き、平成十九年十月一日から施行することとしております。

なお、システム対応上の問題がある場合には民営化の実施時期を延期できるよう、所要

の規定を設けております。 

 以上が、郵政民営化法案等の六法案の提案理由及びその内容の概要でございます。 

 何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同あらんことをお願いいたします。 

二、衆議院郵政民営化に関する特別委員長報告（平成一七年一〇月一一日） 

 （郵政民営化法（平一七法九七）の委員長報告と一括して掲載） 

三、参議院郵政民営化に関する特別委員長報告（平成一七年一〇月一四日） 

○陣内孝雄君 ただいま議題となりました六法律案につきまして、郵政民営化に関する



特別委員会における審査の経過と結果を御報告いたします。 

……………（略）…………… 

 最後に、郵政民営化法等の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律案は、郵便貯金

法、簡易生命保険法、日本郵政公社法等十三の関係法律を廃止するほか、郵便法におい

て、特別送達等につき信用力を確保するため郵便認証司の制度を設けるなど、関係法律

について規定の整備等を行おうとするものであります。 

 委員会におきましては、六法律案を一括して議題とし、小泉内閣総理大臣の出席を求

めて質疑を行いました。 

 委員会における主な質疑は、総選挙の結果を踏まえた郵政民営化についての総理の所

感、郵便局ネットワークの維持、民営化委員会が三年ごとに行う見直しの対象範囲、民

営化委員会の委員の人選、公社の国際物流事業への進出、公社の国際貢献活動の現状と

民営化後の継続可能性、財投対象機関の整理縮小等に伴う国民負担の軽減策、金融のユ

ニバーサルサービスの確保、今後の構造改革に向けた政府の取組、郵政民営化と小さな

政府との関係、アメリカの対日要求と民営化の関連、民営化に伴う職員の雇用・勤務条

件への配慮等、広範多岐にわたっており、その詳細は会議録に譲ることといたします。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、民主党・新緑風会を代表して藤末健三委員

から反対、自由民主党及び公明党を代表して弘友和夫理事から賛成、日本共産党を代表

して吉川春子委員から反対、社会民主党・護憲連合を代表して近藤正道委員から反対す

る旨の意見がそれぞれ述べられました。 

 討論を終局し、順次採決の結果、六法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決す

べきものと決定いたしました。 

 なお、六法律案に対し、簡易郵便局を含めた郵便局ネットワークの現行水準が維持さ

れるとともに、万が一にも国民の利便に支障がないよう万全を期すこと等十五項目から

成る附帯決議が行われました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一七年一〇月一四日） 

 （郵政民営化法（平一七法九七）の附帯決議と一括して掲載） 


